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書評
佐藤博著 未来社刊
ソビエト財政論
? ? ?
1 
昨年 (1965年）の初夏だったと思う。著者（佐藤博さん）がわざわざ拙宅にみえて，著
者の近著ソビエト財政論の紹介を書いてほしいというお話しだった。当時私はソ連邦科学
アカデミヤの招待で訪ソがきまっていたので，訪ソをすませてからということでお引うけ
したわけである。かねてこの書物の奇贈をうけ，一応内容を拝見していたので，もちろん
快くお引受けしたのであった。それで訪ソの際はこの書物を4冊ばかりソ連邦に持参し
て，モスクワ科学アカデミヤの経済研究所，国際経済研究所，アジャ民族研究所およびレ
ニングラード科学アカデミヤにそれぞれ一部づつ奇贈し，大変よろこんでいただいた。日
本でもソ連邦財政についてこのようなまとまった書物が出版されたということは，ソ連邦
の学者たちにとっても思いがけない一つの収獲であったことと思う。
私のソ連邦への出発がいろいろの手違いでおくれたために，帰ってからの私は非常に忙
がしくなってしまった。出発前の仕事がみんな帰ってからに繰りこしたからである。その
ために本書の紹介がこんなにおくれたことをまことに申訳なく思っている。しかしまた一
面には，著者がきわめて勉強家であるために，いざ紹介するとなると，なまけ者の私が本
書をよく理解するためにはかなりの時日が必要であり，資料をそろえることもなかなか容
易でなかったことも本稿のおくれた申訳としておこう。
さて紹介は全体としての，主として構造についてのおおざっぱなものと，著者がもっと
も力を集中されたと思われる第5章についてのやや立ちいったものとの二点にしぽること
にした。
財政学の書物の書きかたにもずいぶんいろいろあると思うが，大体大きくわけて二通り
あるようだ。 1965年にA.M.アレクサンドロフ教授は2冊の財政学の書物を出版してい
る。 1冊は全部彼自身の執筆になる著書で，「社会主義の財政」（中HH8HCblCOI{HaJIH3Ma, 
Mocrcsa, 1965)で，いま 1冊は彼の編輯で彼自身もその一部を執筆している「ソ連邦の
国家財政予算」 (focy.ztapCTBeHHblit610仄這eTCCCP, MoCKsa, 1965)である。前者は，
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「社会主義国家の存在と，社会主義社会の生産過程を媒介したりそのいろいろの需要の充
足を保障する財政金融関係の一定の組織の出現とに関連する特殊の生産関係の研究」1) を
取り扱ったもので，問題が歴史的に，動態的に研究せられている。そこには社会主義財政
の機能がまず理論的に解明せられ，ついで人民民主主義の時代から社会主義建設を経て共
産主義建設の展開期にいたるまで追究せられており，最後に社会主義国の相互の問題，新
興諸国援助の問題にも頁が割りあてられている。
これにたいして，アレクサンドロフ教授編輯によるソ連邦国家財政予算の方は，非常に
詳細なソ連邦現行財政制度の説明にとどまっている。
ところで佐藤博氏の「ソビエト財政論」はこの2つの行きかたを綜合したものといって
．．よいのではないだろうか。第1, 2章で帝政時代から1940年代までのソ連邦財政の歴史が
とり扱われ，第3, 4章では広い意味の現行ソ連邦財政予算制度にあてられ，第5, 6章
ではナロク・サバロータを中心とする特別テーマの研究がなされている。こういう研究方
法は，制限された頁数でソ連邦財政のような大きな問題を取り扱う場合にはうまいやり方
だと思う。これは著者のようによく勉強の積んだ人でなければできない仕事である。とに
かくこうした一応出来上った形で，ソ連邦財政の研究書が日本にはじめてお目みえしたこ
とは何といっても立派なことであり，著者の大きな功績である。
本書の中で特にすぐれているのは，著者の言葉にもあるように第5章の取引税を取扱っ
た章である。私もこの章ではとくにいろいろと教わるところが多かった。厚く感謝してお
く次第である。しかし少し欲をいわしていただきたい。まず歴史の項ではどうして現代ま
でもってこなかったかといいたい。とくに1950年以後の価格改正，とりわけ1961~63年の
それはとくにナロク・サバロータにも重大関係をもっているはずである。それから財政と
国民所得の関係，したがって社会主義再生産の関係がもっと中心におかれたら一そうよい
結果がでたのではなかったか。とくに資本主義国の国民所得における財政の役割りと比較
したら問題が非常に明白にな・ったのではないだろうか。それからソ連邦の予算，とくに支
出予算の説明をソ連邦の現状と結びつけてやってもらえば，社会主義予算の効果が適切に
理解されたと思う。
これは余りにも多くをのぞみすぎることかもしれない。以下第5章の紹介で私の責任を
解除していただきたいと思う。
(1) A.M. アレクサンドロフ，社会主義の財政，モスクワ， 1965,6 ~ 7頁。
2 
さきにのべたように著者がもっとも力点をおいているのは，第5章の取引税論である。
この問題には本書の約4分の 1にあたる70頁があてられている。社会主義国に特有な財政
収入ナロク・サバロータ (HaJ1orc o6opou)の研究である。著者はこれを文字どおり
に取引税と訳している。そして本章は5節からなっている。取引税の財政的意義（第 1節）
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取引税の経済的内容（第 2 節），• スミルノフの取引税論（第3節），ソ連邦経済学者の取引
税論（第4節），取引税の諸問題（第5節）となっている。たしかに著者が適切にのぺてい
るように，ナロク・サバローク（取引税）の問題は，社会主義，共産主義建設の理論と実
践のなかでもっとも複雑な，それだけにまたもっとも興味のある問題である。それはこの
問題の中に重要な社会主義生産関係の面が複雑にからみあっているからであり，いづれの
社会主義国の財政でも例外なく重要な役割りを演じている問題だからである。だから著者
が几コンドラシェフ博士の言葉を引用しながらこの問題の解明に首位的地位をあたえた
ことは当然である。
第1節（取引税の財政的意義）では4つの項目が取り扱われている。取引税と租税のヴ
ェール，取引税と間接税，取引税と財政独占収入，ソビエット財政の領域と取引税の意義
がこれである。だがここで論ぜられているもっとも重要な問題は， (1)ナロク・サバローク
はその性格からいえば，社会化経営部門の収入を国庫にうけいれる収入方法をいうわけだ。
したがってそこには所有の移転がないから，ナロク・サバロークを租税と呼ぶのは当らな
いという今日ソ連邦での代表的見解についてである1)。
しかしこの点について著者は若干の制限を付け加えている。すなわち， 「この点に関し
てより厳密にいえば，社会化経営部門のうち国営企業・経済組織の納入する取引税に限定
される必要がある。……その一部は共同組合組織からも支払われるわけで，この部分につ
いては必ずしも所有の移転がないとはいい切れないからである」（本書， 184頁）。 しかし
著者は，以上の制限が「取引税を税外収入とする議論にさしたる影響を与えない」2)とし
て，この点においてナロク・サバロークを租税から除外する説の正当性を認めている。
第1節で取り扱われている第2の重要な問題は，営業税と消費税を統一したものとして
1930年代に実施されたナロク・サバロータは戦前にはどちらかというと消費税的色彩が強
かったが，戦後，とくに今日のソ連邦のナロク・サバロータは租税としての属性をかなり
失ってきている。そのことを示すものとしては取引税の課税方式の変化をあげることがで
きる。すなわち， 「30年代に取引税が実施された当初は，税率による課税が実施されてい
たが」今日では， 「差額課税方式，つまり〔小売価格マイナス商業費〕と〔原価プラス利
潤〕の差額を取引税として徴収するやり方に移ってきた」（本書， 186~187頁）。
私はここで著者の説明を補足する意味において，社会主義体制のもとにおいては，消費
税は歴史的な必然性をもって，社会主義経済の純所得の一部を国庫に収納する特殊な形態
をもった手段に転化するというプロトニコフ教授とズウェーレフ博士の説明を引用してお
こう。
「ソ連邦の消費税は，そのもつ社会的意味からいって，資本主義でいう消費税とは根本
的に区別される。ソ連邦国家という条件のもとでは，問接税はその旧い形式を保持してい
ただけで，その本質は，資本家経済を犠牲にして社会主義経済を建設する道具に転化して
しまっている。
ソ連邦政府は生産性の発達や生産物原価のひきさげを基盤として，組織的に，とくに大
衆消費財の卸売・小売価格をひきさげてきたのである。この関連からみれば，その大部分
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を社会主義企業が国家に納入する消費税は，社会主義経済の所得の一部を財政をとおして
収納する形式となり，社会主義企業を，生産物原価や卸・小売価格の引下げの方向にすす
ませる作用をする道具の役割りを演じてきたのである。
社会主義領域での物価の引下げは個人資本家領域の物価引下げにみちびくものであっ
て，この結果，資本家的分子たちは，消費税を勤労大衆に転嫁する可能性をほとんどまっ
たく失ってしまったのである。」3)
「だから社会主義経済が拡大し，資本主義分子が生産や尚品流通の領域から追放され，
農村における社会主義の地位が強まるにしたがって，消費税はますますその租税としての
性格を失っていった。そしてこのことが徴税の統一をも可能にした。
このようにして，消費税は社会主義企業でつくりだされた純利潤を財政へ動員する一つ
の形態に転化し，社会主義企業からなされる財政への他の支払い方法との区利がほとんど
なくなっていったのである。」4)
第1節ではさらに第3の問題としてナロク・サバロータを間接税（物品税）と考えるホ
ルツマンの見解を紹介している。著者によればホルツマンはソ連邦の租税を，国家の非消費
支出（固定資本，流動資本，国防，行政などへの支出）を賄うための資金方法であって，
それは同時にこの国家による非消費支出から生ずる過剰購買力を吸収排除する手段でもあ
ると解釈している。そしてこの目的にもっとも適合しているのは問接税であって，それは
「生産物の商業原価以上のすぺての加算額」が物品税（ナロク・サバロータ）をかたちづ
くると考えている（本書， 188~190頁）。そして著者は，「純枠の租税論からすれば，ホル
ツマンの解釈も成立しうると考えられる」とのべている（本書191頁）。この問題について
は，つぎの， 「取引税の経済的内容」の項で立ちいってのべよう。ここでは，ホルツマン
の非消費支出には，国民経済の再生産定式の形成要因である固定資本と流動資本が財政の
不生産的費目である国防費や行政費とならんで過剰購買力の要因としてあげられている不
合理を指摘しておくにとどめる。
第2節の「取引税の経済的内容」にうつろう。ここではドップ，バイコフ， デイヴィ
ス，ハッパード等の，著者のいわゆる欧米のソ連学者の「取引税論」が紹介せられ，「取
引税と剰余価値」という項目で総括されている。
欧米のソ連学者の取引税論を大ざっぱにいえば， 「取引税は住民に支払われた賃金その
他の報酬の一部を流通から引き抜く手段である」ということになる。だが立論のしかたに
はちがいがある。
まず著者の詳解するドップによれば， 「社会主義経済では，消費財以外の財貨の生産に
よって獲得された労働者の所得は．その部分だけ消費財にたいする過剰な購買力をかたち
づくる」という。そこで「消費財の供給価格をその需要に見合うだけつり上げて，この消
費財コストと販売価格の差額を問接税の方式で国家に集中し，これをもって国家が生産財
を購入する方法」がナロク・サバロータであって，それは「このような過剰購買力吸収手
段としての役割を果している」という解釈である。
デイヴィスの説とバイコフの説は著者によればドップの結論と実質的にはほとんど同じ
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である。ハッパードにいたっては立論の方法もドップの場合と同じで，ソ連邦経済体制に
おける消費財にたいする過剰な購買力の吸収手段がナロク・サバロータである。
こうした欧米のソ連学者の議論にたいして著者は，マルクスのゴータ綱領批判にしめさ
れた社会主義の賃金論で批判を加えている。彼らは， 「純所得部分はすべて労働者の労賃
となるべきものを，いわば課税その他のかたちで国家に控除されるとみなしている」が，
それは労働全収権思想に立脚している，というわけである。
だが著者によれば彼ら欧米学者の立論は，まずソ連邦の個別的名目賃金総額があたえら
れ，ついでその中で生産財部門や国防，行政にたずさわる人びとの所得があたえられ，（ホ
ツマンの場合は国家の非消費支出があたえられ）， この後者が過剰購買力となり，ナルロ
ク・サバロータとして賃金総額から控除されるということになるのである。控除の方法は
消費財価格がそれだけ値上げされ，値中げ部分 (Markup)がナロク・サバロータとして
国庫に回収されるのである。これは価値なき価格論をとる欧米経済学の当然の結論であろ
う。そうとすればこれは労働全収権説にもいたらない問題のように思われる。
ところでこの西欧学者の立論はいろいろの点で成立しないようだ。まず第1に，生産財
部門や固定資本や流動資本を考えない再生産の均衡定式なんていうものはどこにもない。
再生産の均衡の定式はいうまでもなく第1部門 (Aグループ）と第2部門 (Bグルー プ）
の間の問題である。ソ連ではゴスプランによって毎年この均衡定式が決定せられ，財政計
画とともに発表せられている。それは資本論第2巻によって大網が明示せられている純然
たる国民経済の拡大再生産法則の問題であって，その点では資本主義と社会主義の区別は
ない。だから，生産財部門や固定資本の存在から過剰購買力を結論するなどということは，
消費財だけの社会を考えるのと同様に，まったく現実を無視した議論だという他はない。
しかしそれでもなお国防費と行政費を賄うために•…••という議論が残るというならば，
1964年のナロク・サバロータは総額366.940億ループル（住民からの租税収入をあわせる
と435億ループル）にのぼるが，国防費 (133億）レープル）と行政費 (11億ループル）の合
計はわずかに144億ループルにすぎぬことをあげておこう。 5)
第3節で著者はソ連邦学者のナロク・サバロータ論をとりあげている。スミルノフの要
約によればそれは以下のようなものである。
「ソビエトでは生産手段の卸売価格や農産物の買入価格のなかには取引税がふくまれて
いない。これらの価格は原価をかたちづくるところの諸費用の補狼部分と「利潤」のかた
ちをとるところの一定の蓄稜によって計算される。これにたいして，消費資料の価格は，
ほとんどの場合，原価と利潤だけでなく取引税が加算される6)。このためソ連邦の原価と
価格のなかには，さまざまな関係が画きだされる。ある商品の価格はその原価をわずかに
上回り，またある商品はそれを著しくかけはなれるといった多種多様な関係をみいだすの
である」7)(本書， 215頁）。
こういった「価値と価格の「ずれ」（乖離…•••阿部）について， ソ連邦経済学者の間で
一般的に認められていた見解は，生産手段の価格水準が価値より低く，消費資料の価格水
準が価値より高いということである 8) 。…•••これらの価値と価格との「ずれ」は，相互に
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補完的であって，社会全体の総生産物の観点からみれば，価値総計と価格総額とが一致す
ると主張されてきた。大部分の経済学者は，取引税の経済的性質を分折する場合に，右に
のべた理論的命題から出発して，主として重工業部門でつくりだされた純所得を消費資料
の販売をつうじて実現する手段が取引税であるとみなし，それは国営経済部門でつくりだ
された純所得であると断定していた。」（本書， 216頁）。
そこでナロク・サバロークの国民経済上の目的ということになると，主流派の意見は，
「生産手段の価格が価値より低いため，価値総計と価格総額を均等させる必要から消費
資料の価格を価値以上にするという見方である。これによれば，第1部門つまり生産手段
生産部門でつくりだされた純所得の 1部が第2部門つまり消費資料生産部門の価格一価値
以上の価格ーをつうじて実現されることになり，取引税はこの役割を担当することにな
る。」9)(本書， 217~218頁）。
さてこのようなナロク・サバロークに関するソ連邦学者たちの代表的意見にたいするス
ミルノフの意見は著者によれば以下のようにまとめられる。
まずある生産部門でつくりだされた純所得は， その部門の（利潤＋ナロク・サバロー
タ）の合計とは必ずしも合致しないわけである。なぜなれば価格は必ずしも価値によって
決定せられないからである。そこでスミルノフは利潤をナロク・サバロータと同質とみる
ことに疑問をもっている。
スミルノフの提出している第2の意見は，ナロク・サバロークには剰余生産物価値（純
所得）のみならず，労賃部分の一部分もふくまれているという問題である。
しかしここでいう労賃とは，社会主義社会の労賃であるから，資本主義社会の労賃とは
ちがう6社会主義社会では労働力は商品でないから，賃金は労働力の価格ではない。した
がって社会主義社会には剰余生産物の価値はあるが，剰余価値はない。精密な学者10)に
あってはこの剰余生産物という言葉の使用も厳密に制限し，純所得と区分して使用してい
る。剰余生産物といわずに社会のための生産物と呼ばれていることも多い。だから社会主
義の賃金は， 「一方では社会の現存生産力がゆるす消費の範囲まで，他方では個性の完全
な発達に必要な消費の範囲まで，賃金を拡大する」11)ことができるようになる12)。
このようなものとして現在の社会主義発展段階におけるソ連邦の賃金は，労働に応じた
分配という経済法則にしたがってきめられる個別的名目的賃金（生産者の個人的持分ー自
己のための生産物）と社会の消費フォンドから社会の成員にたいして均等に支払われるい
わゆる「手当てと特恵」 (BbIIIJlaTbIH JlbrOTば）の2つから構成されている。 1964年の
ソ連邦平均労働者・職員1人あたりの月賃金は121,レープル，内，個別的名目賃金が90ル
プール， 「手当てと特恵」が31ループル，前者に休暇手当て6ループルが加算され13), 社
会の消費フォンドから支払われる賃金部分は，個別的名目賃金の3分の 1をこえている。
著者はもちろんこのような理論的根拠のもとに，「労働者やその家族の消費は，本源的
分配としての労賃のみならず<労働に応じた>分配以外の方法でも行なわれる7,しかも
「労働者が無償で充足する社会的消費が年々増加している」とのぺているわけである。
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（本書222~223頁）。
そこで「こうした点を考慮して，ソ連邦経済学者の中には，取引税の経済的性質の1部
に，消費税的性質つまり労賃の再分配があると主張しているものもいる（アラハウェルジ
ヤン）。さらに若干の経済学者は，必要生産物が取引税の経済的内容の 1部をかたづくっ
ているとはっきり言明するものもいる。」（本書， 223頁）。そして「スミルノフは取引税に
は剰余生産物の価値のみでなく，労賃部分も一部ふくまれるとみなすべきであろうと結論
している。」
そしてこのようなことその他から，スミルノフの取引税規定は労賃の一部をふくむとみ
ている点で正統派的見解からかなり離れていることがわかると著者は結論しているのであ
るc
だが社会主義の賃金には上の限界は生産力の許す消費の範囲であるということになれ
ば， 14)社会のための生産物はある程度までさきにあげた賃金の第2の構成部分たりうる
わけである。そうすればスミルノフのナロク・サバロータの規定も，この点についてはそ
んなに主流派の考え方からはなれているわけでもないとも考えられるのではないだろう
かc
また一面では，資本主義とはまったくちがった意味で賃金への課税を意味するナロク・
サバロータがソ連邦にもごく小範囲では存在するということも事実である。私はモスクワ
の経済研究所の学者達から，酒，タバコの禁止を目的とするナロク・サバロータの設定に
ついてきかされたし，商業加算金 (TOproaoeHano掌 eHHe)が主として外国人または富裕
な人びとにたいする消費税と同じ性質のものであることも知った。しかしこれらは資本主
義の間接税や消費税とまった＜目的，性質のちがうものであることを知らねばならない。
なお，ナロク・サバロータは，主として軽工業や食品工業製品に加算された追加純所得
を財政手段によってとりだしたものであることが理解されるならば，今日ソ連邦で発表さ
れている生産国民所得額と分配国民所得額が合致していることも当然であることがわかる
であろう。 1964年の生産国民所得は1,815億ループル，未分配支出と消耗を差しひいた分
配国民所得は1,800億Jレー プルであった。 15)ナロク・サバロータを資本主義の消費税と考
えない限り，国民所得額にたいする変化はほとんど起りえない。
第4節ではリーベルマン教授の取引税改革案，アレクサンドロフ教授の取引税論，その
他のソ連邦学者による取引税の経済的内容がくりかえし紹介せられている。ここではナロ
ク・サバロータの経済的内容とその役割りを簡潔にしめしているリーベルマン教授の学説
の著者による紹介を被露しておこう（本書， 230ー 231頁）。
リーベルマン教授によれば，第2生産部門の純所得の一部としてのナロク・サバロータ
はそれ自身のうちにつぎの三つの主要構成要素をふくんでいるという。
1. 第1の構成部分はそれぞれの第2生産部門でつくりだされる剰余生産物価値の一部
であって，純所得として実現せられるが企業の経営利潤の形態をとらないものである。だ
からナロク・サバロータのこの部分は，第2部門の剰余生産物の価値総額とこの部門の利
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潤形態をとる剰余生産物価値部分との差額ということになる。ナロク・サバロータのこの
部分は第2部門の企業の経営収益性を規制する目的で利用せられているし，物価の緩衝装
置の機能を果しているのである。だから第2部門の経営収益性の水準はナロク・サバロー
タの大きさに影響をあたえる。
2. つぎは，第1部門の価格では実現できない剰余生産物の価値部分であって，第2部
門の生産的消費過程にいりこみ，消費資料の価値の上にその価値を移転する部分である。
第1生産部門の剰余生産物価値のこの部分は，第2生産部門の生産物の価格を通じて，そ
れぞれ該当消費資料の価値部分として実現せられる。この部分のナロク・サバロータは，
第1部門のそれぞれの生産物の卸売価格水準と経営収益性を規制するのに利用せられてい
る。
3. 最後は，第1部門の価格では実現できない剰余生産物の価値部分で，第1部門自体
で消費される部分や予備としてとりのけられ，または非生産的分野に向けられる部分であ
る。第1部門の剰余生産物価値のこの部分は，第2部門の生産物価格をその価値以上に引
きあげることによって実現せられ，補償せられる。この第2部門の生産物価格のその価値
以上への引きあげを実現するナロク・サバロータのその部分は，個々の生産物の小売価格
水準の計画的な規制や住民の有効需要の構成に計画的な影響をあたえる目的に利用せられ
る。
そこでリーベルマン教授はナロク・サバロータの経済的内容の分析から以下にあげるそ
の機能の解明へと問題を導いている。 • 
1. ナロク・サバロータは価格によって実現される剰余生産物の価値を蓄積し，資本蓄
積と社会消費を満足さすために計画的に再分配される資金フォンドを構成する。
2. ナロク・サバロータは，その価格のあたえられた範囲内においてそれぞれの部門の
経営収益性の水準を規制する手段となる。
3. それは国家予算の収入として，財政金融上の統制の重要な手段となっている。ただ
しその機能は今日では比較的広くない範囲の第2部門の企業と商事企業によって制限をう
けている。
4. ナロク・サバロータは，ソ連邦国家予算の総バランスの中にふくまれているすべて
の予算のバランスの調節者という重要な役割りを演じている。
5. 利潤量とは関係なくいろいろの水準に価格を設定することが可能なので，ナロク・
サバロータは需要と供給の価格による均衡化と住民の購買要求をばそれぞれの商品の間に
再分配する役割りを果す（通常は生活必需品には有利，奢1多品や希少品，健康に有害な商
品には不利に）。
6. ナロク・サバロータは，個々の尚品の価格の価値からの乖離を変化さすことができ
るので，一種の<価格の綬衝機>としても有効に利用せられてきているO このような<価
格のクッション>または<緩衝機>として役だつことによって, ナロク• サバロ—夕は社
会主義の価格体系の堅実さとしなやかさの重要な要因となり，物価の変動を局所に制限し
たり，一つの物価変動が他の物価やそれによって条件づけられている収益性の水準にあた
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える影響を中和するのに利用せられている。
そこで本書の著者は 1)ーペルマン教授の所説についてこう結論する。
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「リーベルマンは……取引税の有用性を主張する。すなわちソ連邦の経済学者の間では
一般的に，利潤と取引税を分割することに反対意見が強く，しばしば取引税無用論が提起
されている。これらの多くは，取引税制度の存在のなかにソ連邦の価格制度の欠陥をみい
だしている。しかしリーベルマンは，取引税にたいする非難の多くは，すべて価格制度の
欠陥によるものであり，是正すべきは，むしろ価格の「歪み」それ自身であるとして真正
面から反対している。さらに価値と価格を接近させる方向へ価格制度を改善し，国家予算
による剰余生産物価値の再分配を強化するためには，取引税を廃止することではなくし
て，取引税を実体にそくして改善することであるとのぺている。」 （本書， 231ー 232頁）。
それではどのように改善すればよいか。著者によればリーベルマン教授は二つの提案を
している。その(1)は， 「取引税はすべての部門，つまり消費資料のみならず生産手段にも
拡大すべきだ，すなわち，取引税は消費資料の価格だけでなく生産手段の価格のなかにも
ふくまれなければならない」（本書， 232頁）というのである。かくすることによって，
「取引税は価値と価格の「ずれ」から解放されて，それぞれの商品の価値の一部として定
着することになる。したがって取引税は一そう均等化し，経営利潤の運動に接近するよう
になる。」 16)(本書， 232頁）。第2の提案は， 「取引税のほんとうの経済的内容に応じて，
それをいくつかの固定予算収入形態に分割することがのぞましい。」（本書， 232頁）。つま
り取引税の構成要素として，差額地代や社会・文化施策への加算金，物価政策予備金その
他を固定した独立の予算収入として割りあてることが必要と考える，というのである。17)
「ここにおいてリーベルマンは，取引税という， いわば誤解をまねきやすい用語をさけ
て，それぞれ具体的に意味のある名称をつけることを提案している。」（本書， 232頁）。
著者のリーベルマン教授にたいする批評を以下にかかげよう。
「取引税を解体して，それぞれの経済的性質に分類し，かつあらゆる商品にこれを適用
するというリーベルマンの提案は， たしかに取引税の将来を見通す一つの方向だといえ
る。けれども，このような取引税の改良も，結局において，彼が取引税の欠陥の原因と呼
んだ価格制度の改革，つまり価値と価格の接近を前提とするわけである。その意味で，リ
ーベルマンの提案は，そのまま現段階のソ連邦に適用することはできないと思われる。」
（本書， 232頁）。
最後に第5節の取引税の諸問題の(2)(取引税と社会的消費基金）では，著者のナロク・
サバロータにたいする見解がかなり精極的にしめされている。 （本書， 247頁以下）。
「1940年には取引税の約3分の 1が生産拡大基金として利用されていたことになる。こ
のような割合はその後かなり変転し， 1958年には取引税収入の半分が生産拡大甚金，つま
り利潤によってまかなわるべき使途に向けられていた。その後60年代になるとその割合は
著しく変化し，取引税による生産拡大基金の補充部分は傾向的に低下し， 1963年では取引
税収入の約4分の 1がそれにあてられていることになる。
これにともなって取引税のうち社会的消費基金として利用される割合は次第に増大し，
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50年代末から60年代にかけて，いわゆるソピエト経済発展の「新らしい段階」においては
取引税対社会消費基金のシエーマがかなり明白に画きだされている。これにたいして，利
潤控除と生産拡大基金の関係は， 60年代以降においては生産拡大基金が次第に利潤控除に
基礎づけられるようなかたちをとってきている。 1963年の量的関係からみると，国家予算：
による生産拡大基金の約4分の3が利潤控除からまかなわれることになっている。従って
この面においても利瀾控除対生産拡大基金，さらには利潤対生産拡大基金のシェーマが，
かなり明かに現われているといえるだろう。
すでにストウルミリンの見解にあった如く，純所得をその利用方法によって分けるとい
う考え方は，このような現実の経済的発展を十分に理解させうるし，また価格形成と取引
税の現実的意義をかなり明瞭なかたちでわれわれに示唆してくれるようである。
取引税が社会的消費基金として利用されることが，予算収支に明確に現われる時期は，
今後かなりさきのことになるだろう。周和の如く，社会的消費基金と呼ばれるもののなか
には，国防費といった計画外要因がふくまれている。そのため取引税が社会的消費基金に
完全に定着しうるためには，このような要因の消滅を一つの条件とするだろう。従って取．
引税がリーベルマンの改革案に示される<社会的消費基金控除>となるためには’なぉー
そうの経済的発展を待たねばならないといえる。」（本書， 247-249頁）c
結局著者のいいたいことは，ナロク・サバロータはその経済的性質からみて社会的消費
基金として利用さるぺきものであり，将来これによっておきかえらるべきものであるとい
うことのようである。その論拠としては， 1940-1963年のナロク・サバロークが社会消費
基金と生産拡大基金（精確には国民経済費）に支出せられた比重が利用せられている。18)
これについては，以下のような考え方もありうるのでないかということを付け加えて本
稿を終ることにしたい。
ソ連邦におけるナロク・サバロータの総額が利潤総額にたいする比重（倍数）をみる
と， 1933ー 37年の第2次5ヵ年計画期が4.9倍， 1940年が3.2倍， 1950年が4.5倍， 1955年
が1.9倍， 1958年が1.5倍， 1960年が1.2倍， 1963年が1.1倍， 1964年が1.05倍となっている
から19)'1940年代の部分的な変化をのぞくと，利潤にたいするナロク・サバロータの比
重は第2次5ヵ年計画以後ずっと低下し，とくに1950年以後はこの低下がいちぢるしく，
1960年以後はこの両者の大きさがほとんど等しくなったことがわかる。つまりこのこと
は，近年とくに利潤の増加率はナロク・サバロータの増加率にくらぺていちぢるしいとい
うことをしめしている。つぎに1940-1966年の国民経済費と社会・文化費の予算支出中で
の比重の変化をみると，国民経済費の比重は1940年33.5,1958年45.2,1960年46.7となっ
て，以後低落ぎみで， 64年は44.0,66年は41.6彩となっているのだが，他方社会・文化支
出の比重は1940年の23.5からずっと増大をつづけ， 1960年は34.1,64年が36.1,66年が38-
.2%となって，国民経済支出の比重との差がほとんどなくなっている20)。そこで1964年
には社会・文化費のみで333億ループルだから，ナロク・サバローク (367億ループル）の
ほとんど全部， 1966年度の社会・文化費は403億ループルだから，それだけでナロク・サ
バロータの収入予算394億ループルを超過しているわけである21)。そして社会・文化費は
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将来ますます増加することが，他方ナロク・サバロータは比較的増加しないことが予想さ
れているのである。
またこういうことも注意せねばならない。ナロク・サバロークは社会主義の一定の発展
段階に，詳しくいえば，比較的その低い（生産力）の発展段階にあらわれたものであっ
て，生産力の発展に照応してその性格をかえてきた。そして利潤控除金にくらべていちぢ
るしく大きな役割りを演じたのは，生産力発展の比較的低い段階であった。各生産部門の
生産力が比較的均等に発達した1950年代以後は，卸売価格の改訂と相まって，ナロク・サ
バロータの役割りは急激に狭まった。軽工業と食品工業の製品の卸売価格が重工業の卸売
価格にたいする倍数は1950~53年の1.4倍から 1961年の1.21倍に縮少しているのである。
1961年以後の卸売価格改訂はさらにこれを狭めたであろう。このことは，この価格改訂の
根本方針として，価値を基盤とする価格を樹立し，生産物原価の中には生産費を精密に反
映させること，価格にふくまれる蓄積には工業の拡大再生産に充分み合う程度のものを計
上することがとりあげられていたことからも推定せられるし22), またこの価格改訂の結
果，新しい企業の卸売価格は重工業にたいして1.4彩の収益率を保障することになった事
実23)からも具体的に読みとれるだろう。 （従来の収金率は3-4%)。
1965年9月のソ連邦共産党中央委員会の総会は，新しい大規模な価格改訂を前提とする
経済機構改革案を提案し採択した。この改革によって，利潤控除金をフォンド使用料に改
訂する等の大きな改革がもたらされ，また企業にのこされる利潤が増加される結果，ナロ
ク・サバロータの地位は将来大きく変化するだろうということが指摘せられている。もち
ろんその役割りも大幅に縮少するというのである24)。ナロク・サバロータの歴史的性質
を考える上にこうした点も十分注意せねばならないだろう。
(1966.4.16.) 
(1) 最近出版されたアレクナンドロフ編の「ソ連邦の財政」（モスクワ， 1965年）には
こう書いてある， 「ソヴエート国家ではナロク・ナパロータ（取引税）はただ外面的
な租税の徴候を残しているだけである。その本質はといえば一それは社会の純所得の
とる特殊な形態である」（同書， 55頁）
{2) 著者はその理由を明らかにしていない。しかし，協同組合がナロク・サパロータを
支払う場合としては，消費組合がその支払い者となる場合で，きわめて限定せられた
ケースのみである。 （アレクサンドロフ編，ソ連邦の財政， 61~62頁をみよ）。 1964
年の消費組合による農産物の売上額の国営・協同組合総阪売額中の比重は， 1.1劣に
すぎない。 (1964年のソ連邦国民経済年鑑， 1965年阪， 621頁。）
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